
北近畿タンゴ鉄道に対する支援措置の拡充等について  

 

【担当省庁】国土交通省 
 

北近畿タンゴ鉄道は、通勤、通学など日常生活や、観光活性化のた

め必要不可欠な社会インフラであり、平成 27年度から全国に先駆けて

民間事業者による上下分離方式を導入し、鉄道事業再構築実施計画（平

成 27年度～令和６年度）の認定を受け、鉄道施設等は沿線自治体がし

っかりと支えてきたところである。 

今後、将来にわたり、北近畿タンゴ鉄道の運行を維持していくため

には、計画的な施設整備と車両更新による鉄道の安全確保と沿線自治

体の負担軽減が不可欠である。 

現在、申請している次期鉄道事業再構築実施計画の認可及び令和７

年度以降の社会資本整備総合交付金の基幹事業である「地域公共交通

再構築事業」への採択により、北近畿タンゴ鉄道の再構築に対し継続

して支援いただきたい。また、地域鉄道の再構築等に対する支援を拡

充していただきたい。 

 

〔地域公共交通再構築事業等による支援の拡充〕 

◯ 地域公共交通再構築事業による支援の拡充と財源確保 

◯ 鉄道軌道安全輸送設備等整備事業による車両保存費への補助継続 

◯ 車両更新費の効果促進事業から基幹事業への移行 

〔鉄道施設災害復旧事業〕 

◯ 補助率の最大限引上げ 
 

【現状・課題等】 

■平成 27年度から上下分離方式による鉄道事業再構築を実施し、京都丹後鉄道とし

て再出発した本鉄道は、鉄道施設等の基盤部分を第三セクター方式として実質的

に沿線自治体が保有・管理しており、国庫補助以外の費用は沿線自治体が負担 

■令和５年度に創設された地域公共交通再構築事業を活用するため、沿線自治体等

と連携して地域公共交通計画を策定し、現行の鉄道事業再構築実施計画を変更 

■令和７年度以降の次期鉄道事業再構築実施計画については、今年度申請を予定 

■次期計画期間において、施設や車両の老朽化による設備投資の大幅な増加が見込

まれる中で、地域公共交通再構築事業の十分な予算確保と支援の拡充が不可欠 

■特に、多額の費用を要する車両更新は、交付対象事業全体の 20%目途に限定され

る効果促進事業の対象となっているため、基幹事業による支援の拡充が不可欠 
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【国の事業等】 

■概算要求〔国土交通省〕 

 ▶ 地域公共交通確保維持改善事業 274億円の内数（令和６年度予算 214億円の内数） 

 ▶ 社会資本整備総合交付金（地域公共交通再構築事業）6,089億円の内数 

                      （令和６年度予算 5,064億円の内数） 

 ▶ 鉄道施設総合安全対策事業 101 億円の内数（令和６年度予算 45 億円の内数） 

 ▶ 鉄道施設災害復旧事業 10 億円（令和６年度予算 10 億円） 

■現在の制度概要 

事業名 事業概要 補助対象 補助率 

鉄道軌道安全

輸送設備等整

備事業 

安全な鉄道輸送を確保する

ために地域鉄道事業者が行

う安全性の向上に資する設

備の更新等を支援 

信号保安設備、防護設備、

線路設備等のうち、大規

模な修繕（非公共には車

両更新を含む。） 

【国 1/3】 

ただし、鉄道事業再構築を

実施した場合、財政力指数

0.46 未満の自治体の場合

は国 1/2、それ以外は国 1/3 

社会資本整備

総合交付金（地

域公共交通再

構築事業） 

地域づくりの一環として、地

域公共交通ネットワークの

再構築に必要なインフラ整

備に取り組む地方公共団体

への支援 

地域公共交通特定事業の

実施計画の認定を受け

た、持続可能性・利便性・

効率性の向上に資する施

設整備 

【国 1/2】 

効果促進事業（社会資本総

合整備計画ごとに交付対象

事業全体の 20%を目途）に

おいて、車両に対する支援

も可能 

鉄道施設災害

復旧事業 

大規模災害を受けた鉄軌道

事業者がその資力のみでは

災害復旧事業を施行するこ

とが困難である場合、災害復

旧事業に要する経費を支援 

災害復旧事業に要する費

用が前年度の運輸収入の

１割以上であること等の

要件を満たす鉄軌道事業

者が実施する災害復旧 

【国 1/4】 

■沿線自治体の財政力状況 

 京都府 福知山市 舞鶴市 宮津市 京丹後市 伊根町 与謝野町 兵庫県 豊岡市 全国市町平均 

財政力指数 0.56 0.52 0.64 0.40 0.29 0.10 0.27 0.61 0.38 0.49 
※総務省：令和４年度地方公共団体の主要財政指標一覧 

■国の北近畿タンゴ鉄道㈱の鉄道軌道安全輸送設備等整備事業費に対する予算措置額 
 ▶ 計画に基づき設備更新を予定するなど、引き続き多額の予算措置が必要 
                                                                 (百万円) 

 要望額 配分額 不足額 事業内容 

令和４年度(補正含む) 817 817 0 

保安設備更新、PC ﾏｸﾗｷﾞ化 等 令和５年度(補正含む) 864 864 0 

令和６年度(補正含む) 383 383 0 

 ※ 令和６年度（補正含む）から社総交に事業の大半を移行 1,232 百万円  

   （令和６年度当初予算分 採択率 93.5%） 

■第三セクター鉄道等道府県協議会による要望（令和６年５月下旬要望実施） 

 項目：鉄道施設災害復旧事業の予算確保と制度拡充 

 内容：鉄道施設災害復旧事業費における国庫補助率〔現行 1/4〕及び地方公共団

体負担分に対する特別交付税算定率〔現行 50％〕の最大限の引上げ 

京 都 府 

の担当課 
 建設交通部 交通政策課(075-414-4360)

  


